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あああああああああ―新宿区雨水流出抑制施設の設置に関する要綱―あああああああああ

（目的）
第１条　この要綱は、「総合的な治水対策」の一環として、公共施設、大規模民間施設、小規模民間施設における雨水流出抑　　　制施設の設置に関し必要な事項を定めることにより、都市型水害の軽減、防止を図り、もって安全な都市環境の確保　　　に資することを目的とする。

（用語の定義）
第２条	この要綱において、次の各号に揚げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。
　(1)公共施設　国、都、区、公社、その他公共団体が所管する施設をいう。
　(2)大規模民間施設　敷地面積が５００平方メートル以上の民間の施設をいう。
　(3)小規模民間施設　敷地面積が２５０平方メートル以上５００平方メートル未満の民間の施設をいう。
　(4)雨水流出抑制施設　雨水貯留施設、雨水浸透施設又はこれらを組み合わせた施設をいう。

（雨水流出抑制施設設置の協力）
第３条　新宿区内において、公共施設、大規模民間施設、小規模民間施設の新築、改築又は大規模な修繕を行おうとする者　　　　（以下「事業者」という。）は、当該施設の敷地内に雨水流出抑制施設を設置し、都市型水害の防止に協力するものと　　　する。
２　前項のほか、すでに完成している公共施設、大規模民間施設、小規模民間施設の所有者又は管理者（以下「管理者」　　　という。）は、可能な限り雨水流出抑制施設を設置し、都市型水害の防止に協力するものとする。

（抑制対策量）
第４条　前項第 1 項の規定により、雨水流出抑制施設を設置する場合において、公共施設及び大規模民間施設は、敷面積１　　　００平方メートル当たり、６立方メートル以上の貯留量を確保し、小規模民間施設は、敷地面積１００平方メートル当　　　たり、３立方メートル以上の貯留量を確保するものとする。

（雨水流出抑制施設計画書の作成）　
第５条　雨水流出抑制施設を設置しようとする事業者又は管理者は、予め新宿区の雨水流出抑制担当者 ( 以下「区の担当　　　　者」という。) と協議したうえ、建築基準法（昭和25年5月24日法律第201号）に基づく計画通知又は建築確認申請前に　　　雨水流出抑制計画書を作成し、区長へ提出するものとする。

（雨水流出抑制施設の技術指針等）　
第５条の２　雨水流出抑制施設の技術的事項に関しては、「東京都雨水貯留・浸透技術指針」（平成21年2月策定東京都総合　　　　　治水対策協議会）を標準とし、これにより難い場合は、区の担当者と協議するものとする。
２　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）に基づく、危険区域に指定されている箇所等につ　いては、貯留方式による雨水流出抑制施設を計画するものとする。
３　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）に基づく、警戒区域に指定さ　れている箇所等については、貯留方式による雨水流出抑制施設を計画するものとする。
４　事業者又は管理者は、雨水流出抑制施設計画書を作成するときは、下水道管理者と許容排水量等について協議するものと　　する。また、必要に応じて河川管理者と協議するものとする。

（対象除外施設）　
第６条　第２条第１項第２号及び第３号の民間施設とは、建築基準法第８５条に該当する施設を除くものとする。

（完了の届出及び検査）
第７条　事業者又は管理者は、雨水流出抑制施設の工事が完了したときは、速やかに、その旨を区長に届け出るものとする。２　区長は、必要に応じて、事業者又は管理者の承諾の基に当該雨水流出抑制施設の調査を行うものとする。

（維持管理及び安全管理）
第８条　事業者又は管理者は、雨水流出抑制施設の機能を十分に維持するための管理を行うものとする。
２　事業者又は管理者は、設置した雨水流出抑制施設及びその周辺の安全保持に関し、適切な措置を講じるものとする。

（補足）
第９条
附則　この要綱に定めのない事項については、別に定める実施細目による。
　　　この要綱は、平成元年10月16日から施行する。
　　　（中略）　
　　　この要綱は、平成30年4月2日から施行する。　
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計画書等の書類は、区のホームページから取得できます。
ご協力をよろしくお願いします。




